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現代資本主義についての一考察
　　　　一新植民地主義をめぐって一
〇nthe　modern　capitalism　and　neo－colonialism
堀　　中　　　　　浩
　　Hiroshi　Horinaka
　世界資本主義は，第2次世界大戦を経ることによって大きく変貌した。この変化した世界資本
主義像がほぼ確定したのは，1950年代の後半ということができよう。それ以前にIMF・GATT
体制は確立してはいたのであるが，資本主義の世界体制としては，・西ヨーロッパ諸国の復興に
よる資本主義体制を支える勢力の確定が必要であったし，他方植民地体制の崩壊が進み，新たな
世界体制への包含が確定していく必要もあった。この植民地体制の崩壊過程は，1950年代に入っ
て急速に進んだのであって，それ以前においては，ヨーロッパ諸列強は，その植民地領有の体制
を回復するための努力をはらっていた。たしかに1940年代におこづていたアジアにおける独立へ
の動きは，世界的な動きとなって50年代には，中東からアフリカへと波及するのであるが，歴史
の転期となるのは，1956年のスエズ戦争であったように思われる。もはや旧体制としての復元は
不可能であることがこの戦争においてのイギリス，フラソスの敗北によって証明されたのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）こうして1960年の「アフリカの年」をむかえ，植民地体制の崩壊は決定的となったのである。
　ところで，この植民地体制の崩壊は，どのような要因によって，どのような形態をとって実現
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　したのか，そしてまたどのような政治形態へとそれは変化し，そのことによってこの広大な三大
陸にまたがる植民地，従属国及び半植民地の地域にどのような政治・経済過程があらたに実現し
たのであったか。20世紀末をひかえ，その南北問題の現実をみるとき，あらためて問い直してみ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）る必要を痛感するのである。今あらためて「独立とは何であったのか」といった問いかけがなさ
れている背景には，現代資本主義の根本にかかわる重大な問題点がひそんでいるように思えるの
である。
）1（
　第2次世界大戦後の世界経済体制として確立されてきたパックス，アメリカーナは，フロック
経済の否定の上に成立している。その成立の過程において，各ブロックの勢力の基盤をかたちつ
くっていた植民地領有を否定していくことが必要であった。アメリカがスエズにおけるイギリス，i
（1）岡倉古志郎著rアジア・アフリカ問題入門』1967年参照。
（2）勝俣誠著『現代アフリカ入門』1991年（第1章独立とは何だったのか）参照。
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フランスの復帰をのぞまなかったことは当然であって，アメリカ支配の世界体制をつくりあげて
いくためには，それを阻む植民地体制はむしろ崩壊せねばならなかったのである。
　換言すれぽ，IMF・GATT体制が名実ともに世界体制として確立されるためには，むしろ植
民地体制は不適切であったとみる．べきであろう。なぜならば，IMFはドルを基軸通貨とする国
際通貨体制となっている。したがって，IMFが国際金本位制にとってかわる世界の唯一の国際
通貨の制度として確立されるためには，通貨ブロックは打破されねばならなかったのであり，、従
来の植民地を含めての通貨圏の存在はIMFとは両立しないものであった。
　植民地体制の崩壊は，アメリカにとっても必要であった。したがって，ヨーロッパ諸列強によ
る植民地領有の回復は，アメリカも望まないところであったし，ヨーロッパ諸列強は，すでに
IMFの設立に際して，ドル中心の体制への通貨協力に当然のことながら，参加しているのであ
るから，1940年代からスエズ戦争にかけての彼らの旧植民地への復帰のための努力は無駄なもの
であったともいいうるのである。つまり，植民地体制の崩壊という過程が，アメリカの覇権を確
立するためには不可避のものであった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　このようにみてくると戦後世界経済体制の特徴を把握しようとするとき，その本質とかかわっ
て，最も重要な契機は，たしかに植民地体制の崩壊ということができよう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　③　木下氏も「植民地制度の崩壊こそが現代を規定するもっとも重要な要因とみている。」とのべて
いる。まったくそのとおりであると思う。しかし，この植民地体制の崩壊は，アメリカの覇権確
立の過程でもあったということも考慮しておかなけれぽならない。そのうえで，さらに木下氏の
議論に沿って，いくつかの問題点をあげてみたいと思う。
　「「段階としての帝国主義」論は植民地制度の崩壊後には維持できないといわねばならない。す
なわち独占資本主義が一段と強化されたにもかかわらず，かれらに独占的暴力的な方法で世界の
分割支配を行うことを許さない諸力が今日の世界には強まっているので，かれらもこれと妥協し
ながら「非独占的，非暴力的，非侵略的行動様式」を採ることを余儀なくされているのである。
つまり独占資本主義はもはや「段階としての帝国主義」を維持できなくなったといえる。むしろ
ここに現代の世界経済の特徴があるとみるべきであろう。そのことは独占資本主義が他民族支配
への強い志向をもたなくなったと主張しているのではない。巨大資本の経済力ははるかに強力と
なり，金融的支配の力量も弱まるどころか強化されている。低開発国からの新植民地主義への批
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　④判がいささかも弱まっていないのも当然である。」
　まず，第1にあげるべき点は，独占資本主義の発展は，おこっているが，帝国主義といった規
定の有効性は失われているということである。この点については，次のようにものぺて，より明
確に主張されている。すなわち，「現代資本主義はレーニソの時代よりもはるかに強化された独
占資本主義なのだから，帝国主義段階であることにいささかの疑念を挾む余地も生じない。そし
て植民地制度がいかになったかなど，世界体制に伺の顧慮も払わない帝国主義論，いわぽ帝国主
（3）木下悦二著『現代資本主義の世界体制』1981年，35ページ。
（4）　同書，34～35ページ。．
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔5）義抜きの帝国主義論さえ横行しているのである。」
　つまり，独占資本主義論を帝国主義論と間違えて，もしくは意識的にそれを等置している「帝
国主義なき帝国主義論」が横行していることにきびしい批判の眼をむけている。たしかに，独占
資本主義論は帝国主義論ではない。独占資本主義の新たな発展や，その新たな特徴，形態，拡張
を実証したからといって，現代帝国主義を実証したことにはならないであろう。しかし，そのよ
うに理論の領域として区分することからまずは出発しなけれぽならないにしても，帝国主義論は
やはり，独占資本主義の分析を出発点としなけれぽならないのではないだろうか。
　第2の問題点は，帝国主義論は植民地制度（より厳密には植民地体制であるぺぎだと思われる）崩壊
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ののちは維持されえないとしているが，植民地制度の崩壊後の事態をどのように認識するのかと
’いう問題が問われなけれぽならないのではないか。r「非独占的，非暴力的，非侵略的行動様式」
を採ることが余儀なくされている』というように等置してよいのだろうか。崩壊への要因，崩壊
の過程，崩壊後の制度など，植民地体制の崩壊そのものについても，問題にし，検討すべき事柄
が，多くのこされているのではないだろうか。このことは，崩壊後の発展途上国の国家そのもの
　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　　■や，それらの国家が，現在の世界経済体制のなかでどのように位置づけられ，体制のどのような
構成部分になっているのか，このような検討ののちに，はじめて，帝国主義への言及が可能とな
るように思うのである。
　第3の問題点は，「独占資本主義国が他民族支配への強い志向をもたなくなったと主張してい
るのではない」という指摘と，「低開発国からの新植民地主義への批判がいささかも弱まってい
ないのも当然であろう。」という認識を示されていることに関してである。この両者を結びつけて
考えてみると，新植民地主義に対する批判は当然であるが，しかし，それは，他民族支配への強
い志向に対するもので，「対抗諸力の圧力」として作用していることによって，「平和的手段」に
とどまることになり，帝国主義は実現されず，そのような段階は過去のものとなってしまったと
いう議論として結びついているのである。すなわち，「強い志向」ということで終ってしまうとい
うのが結論であるから新植民地主i義は，つねに「志向」としてしか認識されないことになってし
まう。換言すれぽ，新植民地主義に関していえぽ，低開発国が批判の対象としてとりあげてはい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■るが，現実には独占資本主義国の他民族支配への志向という範囲のなかで理解すべきものとして
指摘され，そのような論理の上で適用されている概念である，ということができよう。
（2）
　まず第1の問題から考察をすすめていきたいと思う。レーニソは，資本主義の段階としての帝
国主義を定義するにあたって5つの標識を与えている。
　「つぎの5つの基本的標識を含むような帝国主義の定義を与えなけれぽならない。すなわち，
’（1）生産と資本の集積。これが高度の発展段階に達して，経済生活で決定的な役割を演じている独
占体をつくりだすまでになったこと。（2）銀行資本が産業資本と融合し，この「金融資本」を基礎
（5）同書，33ページ。
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として金融寡頭制がつくりだされたこと。（3）商母輸出とは区別される資本輸出が，とくに重要な
意義を獲得していること。（4）資本家の国際団体が形成されて，世界を分割していること。（5）資本
主義的最強国による地球の領土的分割が完了していること。帝国主義とは，独占体と金融資本と
の支配が成立して，資本の輸出が顕著な重要性を獲得し，国際トラストによる世界の分割がはじ
まり，最強の資本主義諸国によるいっさいの領土の分割が完了した。そういう発展段階の資本主
　　　（6）
義である。」
　この5つの標識は，各々が孤立して認識されているわけではなくて，ひとつにまとまった現代
帝国主義の各局面をあらわしている標識であって，レー、ニン自身も，これをひとつにまとめて定
義づけをおこなっている。ところで，第2次大戦後において，人民の独立運動を基本にしながら
も，様々な力の作用によって，帝国主義を帝国主義たらしめている植民地体制の崩壊をむかえる
ことになった。しかも，独占資本主義のいっそうの発展は，巨大独占体の出現，金融資本の大規
模化とそれによる国際金融市場の拡大などによって明確に確認されている。したがって現在なお
帝国主義の諸標識を明確にしようとするには，レー、ニソが定式化したものを組みかえたり，表現
をかえて現実にあわせたりしても，それは科学的，学問的研究にはならないだろうし，そのよう
なものは現代帝国主義をしめす標識とはいいがたいであろう。つまり我々は，独占資本主義の発
展という事実をふまえてもういちどレーニンの出発点にたちもどって彼にならって，現実そのも
のに接近していく必要があるように思われる。
　このような視点からみて，ミシャレの研究が，そのよりどころを与えてくれそうである。
　「われわれとしては，暗に伝統的テーゼの克服に光をあてている三つの主題を中心にしたレー
ニンのテーゼを取り上げてみたい6たとえ取り上げられている標題が，国際経済の伝統的シエー
マにおいて摘出された弱点や欠点に答える形をとっていても驚く必要はなかろう。そこで，われ
われはつぎの三点を取り上げたいと思う。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■　　　コ　A．競争的資本主義にたいする独占資本主義
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　B．諸要素の非移動性にたいする資本輸出
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　C．国民国家にたいするく資本家の諸団体〉
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）　もしくは一般均衡にたいする不均等発展」
　伝統的シエーマにたいするものとして，独占資本主義＝資本輸出＝資本家の諸団体によっても
たらされる不均等発展という国際的展開のシエーマが示されている。最終項目では国民国家が否
定されるという提起に注目しておきたいと思う。
　第2次大戦後の独占資本主義の発展を最も特徴的な局面としてどのように把握するかレーニソ
によっては，その最初の標識で生産の集積があげられているように，現代の巨大独占体もまた生
産の集積のいっそうの大規模化から出発している。このことが，過剰貸付資本，すなわち貨幣形
態での過剰資本をうみだすのではなく産業資本での過剰蓄積をうみだし，生産過程の国際化＝国
（6）　『レーニソ全集第22巻』1957年，307～308ページ。
（7）C，A．ミシャレ著・藤本光夫訳r世界資本主義と多国籍企業』1982年，69ページ。
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際生産を生みだすことになったのである。
　このように独占資本主義の論理段階ですでにレーニンとは違ったアプローチを必要としている
のであるが，レーニンにたちもどってみると，「この分析レベルで支配的な脈絡は，独占資本主
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑧義，諸資本の輸出，植民地主義，原料の支配といったように考えらえる」のであって，当時にお
いては，国家の存在とその対立，そこでの力関係を左右する根拠が植民地領有であり，植民地主
義が，あたかも有機的な構成体の一部としてくみこまれていた。換言すれば，独占資本主義の発
展が，国家権力の役割をより強化し，国境のもつ経済的意義を高めることになっていた。この独
占資本主義の発展は，2つの矛盾した局面，すなわち，、一方においてより大きな独占体の出現に
よる過剰資本の顕現，過剰蓄積の出現は資本輸出を必然化しながら，他方では，国家権力を強化
して国境を高くしようとする傾向をつくりだした。そしてこの矛盾を独占体の利益に沿って解決
していこうとした制度が植民地領有であり，この国際的方向性が世界体制の主要な一部としての
植民地体制をつくりだしたのであった。
　ところで，現在の帝国主義のもとでは，独占資本主義自体が新たな国際協力という形態におい
て各々の国家権力を一定の国際関係のもとに位置づけることによって，レーニン時代とは異った
存在形態をとっている。
　「国民国家はもはやそれを中心にして，世界的規模での貿易網が組織される軸を構成しない。
さらに，この逆の結果として，〈経済的諸団体〉一一産業・銀行複合体一は国家に置き換えら
れているということである。国際的な諸関係を組織するのはかれらである。かれらが，資本主義
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）世界体制を組み立てる経済的基礎となっている」　　　　　　　　　　　　　　　　’
　「資本主義世界体制を組みたてる経済的基礎」に国家ではなく，経済的諸団体をおいている。
ここでは，レーニソの論理の特徴をのべているわけであるが，この世界市場に対する独占体の分
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　eq割支配，換言すれぽ，個々の国を構成単位とするマルクス的世界市揚像からの転換としてのそれ
をそこによみとっているわけである。個々の国を構成単位として国際分業を基礎に形成されてい
た世界市場は，各国の独占体やその集団が，力に応じて分割支配する世界市場にかわっ9e。そこ
での力を構成する重要な要素が国家権力である。国際分業の構成単位としての国家から，権力で
その領域を広げ，資本輸出によって資本のより広大な支配領域をつくりだすための国家へと国家
の役割が変わり，そこに現代帝国主義の特徴があらわれた。すなわち，ある意味でのかつての国
家の役割は後景にしりぞき，他方で，独占下の下僕として植民地領有の拡大に権力が行使された
のであった。
（8）同書，78ページ。
（9）同書，80ページ。
（iΦ　「与えられた一国では，労働時間の単なる長さによる価値め度量に変更を加えるものは，ただ国民的
　平均よりも高い強度だけである。個々の国々をその構成部分とする世界市場ではそうではない。労働の
　中位の強度は国によって異っている。それは，この国ではより大きく，あの国ではより小さい。これら
　の種々の国民的平均は一つの階段をなしており，その度量単位は世界的労働の平均単位である。」（マル
　クス・エソゲルス全集第23巻b＜「資本論」第1巻b＞728ページ）
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　ところで，植民地体制の崩壊が一方ですすんでいったが，他方，世界市場に対する支配は，各
々の国家によるのではなく，「経済的諸団体」によっておこなわれるという傾向がいっそう顕著
にすすんでいるのであるからレーニン時代の独占資本主義の国際的展開は，より明確になってい
るということができる。
　そこでこの二つの傾向がどのように結びついているか。現代資本主義の国際的局面の特徴がこ
こにあるといえよう。こうした傾向，つまり独占的経済諸団体の世界市場支配は，国家権力によ
る領土分割へと導かず，アメリカを中心とした国際協力へと導いたところが第2次大戦後の新た
な局面とみることができる。したがって，植民地体制の崩壊は，独占資本の発展と，対立するも
のではなく，独占体の利益を損うものとなっていないのである。それどころか，現在の独占資本
は，地球大にその支配領域を拡げ，地球企業に成長し，まさに世界市場の隅々からその利潤を吸
いあげ，日々巨大化の道をすすみつづけているのである。
　「世界経済体制の未来は，完全に多国籍企業の分割なき支配のもとにおかれる。中心と周辺と
の亀裂は；これ以後，企業の内部組織へと統合される。国家間協力における国家の地位は，企業
の組織図のなかでの地位によって与えられる。これは現実の情況をたいして変えないと断言でき
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　tゆよう。同時にこれは，超帝国主義の無知な主唱者に最大の批判を浴びぜかける。」
　独占資本主義の発展が「分割なき支配」をうみだし，企業の多国籍化という形態をとって資本
の国際化を実現し，独占資本の規模を拡大した。この多国籍化による独占資本の巨大化は，国家
との関係では，相互浸透により，相互に国境を低下させて，その各々の支配領域を拡大するとい
う結果をつくりだしたのである。この独占資本主義の発展の新たな形態は，ちょうど植民地体制
の崩壊に通じているわけで，植民地体制の崩壊が，中心部独占資本の全てにとってその進出領域
の拡大となって対応しているという点を見落してはならない。換言すれぽ，独占資本に対して支
配領域となるような方式での植民地体制の崩壊過程が進行していったのである。部分的には植民
地体制の崩壊が，独占資本の進出を阻むという事態も発生したが，このような現実は，拡大せず，
むしろ最近の状況では，縮小ないしは消滅したともいえるようである。
　独占資本主義の発展による独占体と国家の関係における新たな局面がつくりだされ，国家の各
々が強大化していくと方向が，国際協力を通じ集団として強化されるという方向へと変化するこ
とによって，独占資本のための世界市場をいっそう拡大するという体制がつくりだされた。B．
ナニモデは1954年のベトナムにおけるフランスの敗北で古い帝国主義の時代は終ったとして，そ
の後の特徴を多辺的帝国主義とみてつぎのようにのべている。
　「双辺的な帝国主義から多辺的帝国主義の戦略への転換が，その構造的危機への帝国主義の側
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑫の対応でのいくつかの基本的要因によって強制された。」
　このように独占資本主義の発展は，資本主義の危機の深化への対応として，帝国主義の世界体
制の側の構造的調整，つまりアメリカのヘゲモニィーのもとにおける多数国の協力のもとでの支
⑪・C．A．ミシャレ著，前掲書，124ページ。
⑫　B．Onimode，　A　PbJ砺cσJ　Economy　o∫the！1ノン’6伽Crisis，1988，　p．45．
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（3）
　植民地体制の崩壊，及びその崩壊後の状況をどのようにみるのか。第2の問題点に考察をすす
めていくことにしよう。
　「これら二つの（IMFや世界銀行の国際機関と多国籍企業のこと一引用者）帝国主義戦略とアメリ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈱力仕込みの新植民地主義メカニぎムが双辺的帝国主義にとってかわった」とオニモデはのべてい
るように従来からすすめていたアメリカのラテンアメリカ諸国に対する支配政策が新植民地主義
の源基形態とされている。そして，第2次大戦後，この「アメリカ仕込みの新植民地主義」が
世界に拡大されたのである。
　こゐような経過からもわかるように，ラテンアメリカ諸国は，新植民地主義のもとにあって，
さまざまの従属がつくりだされていたことによって，それに対する分析・研究もまた他の地域や
国での研究にくらべ，きわだってすすんでいたと言うことができる。T．ドス・サントスがつぎ
のようにのぺて，その意義を評価している。
　「ヘゲモニー中心部の資本主義発展にかんする研究は，植民地主義論と帝国主義論を生んだ。ラ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　a4テソアメリカ諸国の発展にかんする研究は，従属論を生みださざるをえなかったのである。」
　ラテソアメリカに焦点をあててみると，第2次大戦後の植民地体制の崩壊は，どのような意味
をもっていたのだろうか。ラテンアメリカ諸国はすでに独立して久しく，その開発への過程も一
定の成果をあげてはいたが，アメリカ合衆国からの資本進出は，それらの国々にすでに従属的構
造をつくりだしていたし，この構造的特徴は，アメリカにおける独占資本主義の発展に相呼応し
て従属性を強めていたのである。
　「実際には，自律的な国民経済の発展への願望は単なる幻想にすぎなかった。ラテンアメリヵ
経済は自律的な蓄積メカニズムを発展させることができなかった。蓄積が一次産品輸出部門の活
力とその国際市場における変動に，究極的には依存し続けていたからである。しかも工業化の過
程自体も土台から開始されたのではなく「上から」展開していった。この時期に達成されたあら
ゆる前進にもかかわらず，生産財生産部門が，工業化過程のなかでつねに一人とり残された存在
であったことは明らかである。生産財部門が発育不全だったため，工業化はすべて機械設備の輸
入能力に左右され，実質的な技術の蓄積も阻害されてしまった。農業においても，すでに指摘し
たわずかな例外を除けば，とくに旧来からのラティフンディオ的構造に前進を阻まれ，大規模な
生産力の発展は達成されなかった。
　ラテソアメリカ経済の従属的性格は単に以上の側面だけにみられたわけではない。第2次大戦
中に資本主義体制のなかで争う余地のない支配的な中軸国としての地位を固めたアメリカ帝国主
義は，以来，ラテンアメリカ亜大陸にあらゆる触手を伸ばしてきた。少くとも半世紀以前から支
⑬弼4．，P．46．
a4　T．ドスサソトス著，青木・辻・原田訳『帝国主義と従属』1983年，127ページ。
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配権を握ってきた鉱業，石油産業など主要抽出産業から手を引いたわけでも，かなり以前から半
ば独占的に支配してきたプランテーショソや農工業複合体を放棄したわけでもないが，しかし，
ア・リカ帝国蟻の視線は，・・まや基本的にt業と金融部門へ向けられて、掲
　クエバの文章を少々長く引用したのは，ここにラテンアメリカの発展と従属の関係が凝縮して
のべられているからである。すなわち，まず第1に，19世紀に独立し，国家権力を確立していた
にもかかわらず，本源的蓄積は不充分で，工業化への産業上の革命は遅々としてすすまず，従属
的構造が定着していた。言いかえるならぽ，プランテーションや農工業複合体，さらには地下資
源の開発など，結局は，アメリカ資本によって実現しているのであるから，ラテソアメリカ諸国
の本源的蓄積は流産させられてしまい，これら諸国での生産財部門の発展はおこらず，従ってま
た産業革命への日程は幻想となって消えてしまったというのである。
　このことから，当然のこととして，第2に第2次大戦後の世界経済体制の新たな再編成も，ラ
テソアメリカ諸国にとっては，新たな経済開発戦略として新しい経済発展の段階をむかえること
にはなっているけれども，結局は新たな従属の発展，すなわち，工業部門と金融部門へと従属構造
が拡大・深化していくことになったのである。言いかえるならぽ，ラテンアメリカ諸国に視座を
すえて，植民体制の崩壊をみると，そのことを主要な内容とした戦後の世界経済体制の再編成は，
アメリカ支配の体制の完成＝パックス・アメリカーナの実現であって，そのなかの一構成部分と
なったラテンアメリカ諸国では，いっそうの従属構造の拡大・深化がすすんだということになっ
ているのである。
　ラテソアメリカ諸国の独立は，どのような意味をもっていたのだろうか。独立国家であったに
もかかわらず，資本主義世界経済体制における中心部と周辺部の関係に組み込まれ，周辺部経済
としての特徴をきざまれ，従属的経済として定着した。センテスはアメリカ合衆国と対比しなが
ら，つぎのようにのべている。
　「19世紀におけるラテンアメリカの独立後の発展は，ヨーロッパのさまざまな周辺部地域の発
展といくらか類似していた。両地域では，現地の支配階級の巧妙な選択の結果として，外向的な
輸出飛び地主導の従属経済が発展した。ラテンアメリカの寡頭制一それはフランクがルンペ
ン・ブルジョアジーと呼んだ人びと一は，農村の地主，都市の商人，銀行家などの主要な階
層から構成されているが，彼らは国家的利益に反して，彼ら自身の利益にあわせてうまくやっ
た。……
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（中　略）
　このことは，これらの地域でなぜ原始的蓄積の過程が成功裡に遂行されなかったかを明らかに
している。それはまた，非接合的な二重の社会＝経済構造と経済的従属をもつ周辺部資本主義が，
いかにして外的経済要因の影響のもとで，現地の支配階級の自発的追従と利己主義な関心から生
まれうるかを示している。
⑮　アグステン・クエバ著，アジア・アフリカ研究所訳『ラテンアメリカにおける資本主義の発展』1981
　年，178～179ページ。
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　歴史の論理は，もし南北戦争がこのような傾向を止めなかったなら，アメリカ合衆国も同様の
発展の道をたどる可能性のあったことを示している。そのかわりに，南部のプランテーショソ所
有者たちは，かちほこった北部の産業資本家たちによって，回復しえないほどに弱められたが，
その産業資本家たちの経済的関心は，奴隷制の廃止，真の労働者階級の形成，それによる国内市
　　　　　　　aθ場の拡大にあった。」
　ここでは，ラテソアメリカ諸国に対比することによってアメリカ合衆国では産業ブルジョアジ
ーが明確に形成され，彼らが，南北戦争を経て自らの国家権力を確立したことの歴史的意義がは
っきりとのべられている。そしてそのことによって19世紀に国家独立を達成していながら，従属
的周辺部経済へとすすんでいったラテソアメリカ諸国の政治的経済的諸要因が明確にされている
といえるのである。
　原始的資本蓄積の流産がラテンアメリカ諸国での商品経済の発展を，従属的性格をもった周辺
部資本主義の経済へとおいやっていたのである。そしてこの原始的蓄積の流産は産業ブルジョ、ア
ジーが存在しないかまたは非力によるものとみられているのである。
　しかもこの周辺部資本主義の発展は，民族資本の充分な発展をつくりだすことができないまま，
したがって，そのことから当然のこととして従属的性格をもより深くきざみながら発展をつづけ
たのであり，国家権力もなお資本家階級支配の国家という性格をもちえないでいた。
　第2次大戦後の経済的発展もその従属性からの脱却へとすすむのではなく，従来からの同様の
開発戦略による開発パターンが実現していったということができるように思われる。そして，こ
の過程から，新しい内容の従属もつくりだされ，より深化された従属関係が中心部諸国との間に
つくりだされることになった。ドスサントスはつぎのように指摘している。
　「従属の歴史的形態は以下のとおりである。
　第1．輸出＝商業植民地的従属。この形態においては，植民地主義国家の同盟者である商業・
高利貸資本が，貿易独占をつうじてヨーロッパおよび植民地経済の双方における経済関係を支配
していた。この独占は，植民地諸国における土地・鉱山および労働力（農奴ないし奴隷）の植民地
的独占によって補完された。
　第2．　金融＝産業的従属。この従属形態は19世紀末に確立され，ヘゲモニー中心部における大
資本の支配と，中心部で消費される原料・農産物の生産に投資するための対外的拡張によって特
徴づけられる。これは従属国の内部に，レヴィソが「輸出経済」と呼んだ，これらの生産物輸出
を指向する生産構造を生みだし，またECLAが「外向きの発展」と呼んだものをもたらした。
　第3．　技術＝産業的従属。第2次大戦後には，低開発諸国の国内市場向け工業にその投資先を
転換した。超国家企業の技術＝産業的支配によって基本的に特徴づけられる新しいタイプの従属
が確立された。
　いわゆる諸国民経済を，商品・資本および労働力の単一の世界市場のなかに統合する世界経済
の形成過程を分析すれぽ，この世界市場において生みだされる諸関係が不均等かつ複合的なもの
⑯　タマス゜セソテス著，アジア・アフリカ研究所訳『世界経済の転換』1991年，60～61ぺニジ。
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　　　　　　　　aカであることがわかる」　　・
　個々の国を構成単位とする世界市場から，商品，資本，及び労働力の世界市場における統合の
過程がすすみ，世界経済へと形成され，確立される過程で，中心部資本主義諸国の周辺部にたい
する支配・従属の関係が形成・深化されるということができるように思う。
　すでに引用したクエパの指摘のなかでは第2次大戦後の従属のいっそうの拡大・深化を金融部
門と製造業への外国資本とくにアメリカ資本の進出をあげて，その特徴としていたが，ドスサン
トスの場合には，第2次大戦後，新たに展開された科学技術革命の時期を経て，この技術二産業
格差を利用して実現されている多国籍企業の進出とその支配による従属関係を，とくに現代の従
属の内容を特徴づけるものとしてとりあげていることに注目しておきたい。
　このようなラテンアメリカ諸国での経済的発展の過程にたいする分析・研究の成果は，われわ
れに，政治的独立が達成されたのちにおいても，中心部資本主義諸国がいっそうの発展をとげて
いく過程において，より広汎な周辺部経済がいっそう従属的な性格をおびつつ発展していくもの
であることを示しているように思われる。その際，注目すべきいくつかの論点が示されているよ
うに思うので整理しておきたいと思う。
　第1に問題にしなければならないことは，国家権力の性格であろう。この点については，セン
テスの，アメリカ合衆国と対比させながら，考察しているなかでかなりあきらかにされているよ
うに思われる。そこでは，本源的蓄積がなぜ不充分に終っているのかという問題提起をして，こ
の視点から権力の性格を特徴づけているわけであるが，アメリカ合衆国におけるように，労働者
階級の創出と国内市場の資本による統合・支配の過程が欠落していることの認識とそれが国家権
力の性格にもとつくものであるとの判断は，植民地体制崩壊後の発展途上諸国を考察するとき，
きわめて重要な分析視角ということができよう。
　第2に問題とすべき点は，国家権力の性格と直接かかわってくる論点で，独立をささえた勢力，
独立を主体的につくりだし，またこの国家をつくりだした諸契機をどのように認識するのか。こ
れは，’かつて，19世紀にラテソアメリカ諸国が独立した過程，アメリカ合衆国が独立した過程，
などに比較して第2次大戦後の状況は異っているようにみえるけれども，各国の内的・外的諸要
・因をみるとき．やはり比較に値しうるし，またこれら諸契機が，独立後の国家権力の諸機能のあ
らわれかたに大きく関係していると思われるのである。
　第3点は，本源的蓄積の過程，すなわち，国内市場における諸変化の過程，さらには国家権力
による資本主義化への諸改革といってもよい過程がどのように促進されているかということであ
ろう。この過程は，第1の点と関係が深く，第2次大戦後，植民地体制の崩壊によって出現した
国家が，開発にむけてはきわめて積極的役割をはたしたけれども，国内改革にはどのような役割
をはたしたのか，ここにひとつの論点がある。
　第4としては，開発過程の性格である。ラテγアメリカにおける開発過程は，世界経済的諸要
因に規定されながらすすんでいる。換言すれば，中心部資本主義の発展過程が，ラテンアメリカ
aカ　T．ドスサントス著，前掲書，138～139ページ。
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諸国の開発過程を規定してきた。独立した国家権力をもちながらも，その経済開発過程は，周辺
部経済の開発過程であった。
　このようにラテソアメリカ諸国の経済開発過程を要約的にのぺることが，認められるとすれば，
周辺部経済の現代における特徴点は何か。ドスサソトスは，従属形態の発展としてこれをとらえ，
第3段階における従属として現代の周辺部経済の特徴をとらえ，定義づけている。この周辺部経
済の発展過程は中心部資本主義，言いかえるならば，先進資本主義の発展によって規定されてい
る。すなわち，周辺部資本主義は，それが周辺部という性格を刻印されている所以は，つねに
中心部経済に従属し，中心部の発展形態によって異った従属形態をとって変化・発展している経
済であるというところにある。したがって，周辺部経済の発展・変化の過程は，中心部資本主義
の発展過程と関連させてこそ認識できるものといわざるをえない。
　第2次大戦後，ラテンアメリカ諸国経済において，新たな従属の発展形態がみられるというこ
とは，中心部資本主義の新たな発展段階に照応するものであり，植民地体制の崩壊によって独立
を獲得した発展途上諸国は，この中心部資本主義の発展段階に照応して，ラテンアメリカ諸国と
同様に新たな従属形態をもった周辺部経済（資本主義）へと発展・変化していくものと考えること
ができるのであろう。
（4）
　最後の問題点として提起されている新植民地主義について考察をすすめていきたいと思う。す
でに（1）及び（2）の問題点で考察してきたように独占資本主義の側からの支配への「志向」といった
ものにとどまらず，組織的，構造的な支配と従属の関係がつくりだされていることが明確になっ
てきている。このようなことをふまえて，より具体的な概念として新植民地主義が把握されうる
ように思われる。
　現在の発展途上諸国は，独立した国家権力が主体となり，また中心的役割をはたしつつ，開発
がすすめられ，その開発の過程において新たな従属要因がつくりだされつつある。換言すれば，
開発の過程が従属要因をつくりだす過程ともなっているし，開発をすすめている国家が，そこで
従属要因をも新たにつくりだしているということにもなっている。したがって，こうした世界的
枠組み，そのものが新植民地主義的仕組みになって発展途上国の従属化を促進している。とはい
っても，発展途上国の国家的独立を否定しているわけではなく，また先進国の領土的所有を主張
しているのでもない。したがって，その支配は，きわめて流動的だとみることもできるが，先進
国側が国際協力によって交渉力や支配力を強化しているのにたいして，発展途上国はきわめて弱
い立場におかれ，集団的（国連をつかった）軍事力の行使も現実に受けているのである。
　したがって，非独占的か否か，非暴力的か否か，非侵略的か否かといった問題が，固定的に認
識されない体制が，現在の特徴となっているのであって，先進諸国の集団的支配が維持されてい
るかぎりでは，その体制は非暴力的で，非侵略的な形態をとっているが，この集団的支配に抵抗
しようとすれぽ，国際的機関を背景とした暴力的侵略をうける体制が確立している。先進諸国が
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アメリカの覇権のもとに集団的支配を世界体制として確立しているかぎり，そしてまたこの体制
維持が国際協力によって実現しているかぎり，そこには現象としての非独占的，非暴力的，非侵
略的形態が実現しているのである。
　植民地体制の崩壊は，先進諸国の国家権力のありかたとの関連で，把握されなけれぽならない。
資本主義が競争的資本主義から独占資本主義へと発展する過程で，国家権力のありかたは，植民
地領有という形態による領土的拡張へとすすみ，世界の領土的分割を完成させ光。第2次大戦後，
独占資本主義の発展は，生産過程そのものの国際化を実現するような大規模な独占資本の出現へ
とすすんだ。この多国籍企業の発展は，その進出すぺき市場の拡大のための世界市場の統一，す
なわち，ブロック経済の解体を求めたのであり，諸列強が排他的に領土を独占する植民地体制の
崩壊を要求した。ところで，この世界市場の再統一は，多国籍企業進出のための世界市場として
の再統一であるが故に，覇権国家アメリカの確立と先進諸国の国際協力の実現を必要としていた
のである。
　換言すれば，第2次大戦後の独占資本主義の発展と国家の関係が，植民地体制と矛盾する4．う
になったのである。植民地体制という形態は，帝国主義段階における先進国国家の世界市場の周
辺部への進出の形態として把握することができる。覇権国家アメリカは，まずドルを国際通貨と
するIMFの成立によって確立される。このIMF体制は，通貨協力を内容とする国際協力を実
現することによって，アメリカを中心とする先進諸国の国家権力の集団ができあがり，先進諸国
の国家のありかたに一大転換が実現した。この権力集団は，周辺部に対する支配を植民地体制と
いう支配形態とは異る形態，すなわち，植民地体制の崩壊を前提にした形態をとることとなった
のである。
　覇権国家アメリカの成立は，世界市場の統一の実現によって，より規模の大きくなった独占資
本のための市場拡大を実現し，独占資本主義の新たな発展のための条件をつくりあげた。1960年
代以降の南北問題の展開過程をみると，先進諸国の国家集団は，発展途上諸国をこの世界体制の
なかに包摂することに成功したのであり，新植民地主義はここに世界体制の一部を構成するもの
として定着したとみることができるのである。
　この集団的植民地主義を1960年代以降の南北問題の推移の過程をたどることによって確認して
おきたいと思う。
　1991年の湾岸戦争を期に国連が帝国主義の機構となり，国連帝国主義，すなわちアメリカの一
国帝国主義の体制ではなく，ドイツや日本を国連を通じて巻き込み，世界帝国主義の性格をもっ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　た体制が出現したという議論もみられるようになった。しかし，国連が，本来的に帝国主義的性
⑱　「国連帝国主義とは，冷戦40年を通じて一国帝国主義としての実体さえ危うくするアメリカが，依然
　帝国主義として振る舞える「国連」という新しい名分と機構を（またもはや自立の帝国主義たりえない
　戦後の欧＝日も便乗しうるそれを）ほかならぬ上述の三要因の己が支柱への組み込みを通じてうちだし
　たものにほかならず，その意味からそれは，「冷戦後」の世界に必然的で典型的な帝国主義の存立形態だ，
　といえよう。」（南克巳「湾岸戦争と国連帝国主義一現代rポナパルト』考一」〈「湾岸戦争を問う」
　経済理論学会有志，1991年23～24ページ〉
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格をもった国際機構として存在しているわけではない。かつてのパレスチナ問題や朝鮮戦争，コ
ンゴ動乱などでの国連の介入は，帝国主義的性格を強くもっていたが，資源ナショナリズムや南
アフリカのアパルトヘイトに反対する戦いで国連の役割は，反帝国主義であった。つまり，この
機構は，世界における力関係により，変化するという意味において，流動的，過渡的な性格の国
際機構として認識しておく必要があると思われる。むしろ国連全体として，それを性格づけるの
ではなく，専門機関としてIMF，世界銀行が現実にはたしている役割にこそ眼をむけなければ
ならない。
　IMFや世界銀行のはたしている役割の第1は，重債務国の民間金融機関にたいする返済を確
実なものにするということである。すなわち，発展途上国の債務問題を，流動性不足の問題とし
てとらえることから出発している。返済するための資金をどのようにしてつくりだすかという課
題が設定され，ペーカー構想やブレディ提案などいくつかの提案がなされ，実行されてきた。そ
の内容は，とにかく債務国がその債務を返済しつづけることが内容になっている。
　「メキシコの債務の4分の3以上は民間銀行に負っていることを思い起こそう。新規資金120億
ドルは「成長促進」のための資金というラベルが貼られてはいるが，それは第1にメキシコの金
利支払いを続けるために用いられる。しかもその金の半分は公的機関一IMF，世界銀行，米州
開発銀行及び西側政府一いわばそれは納税老によるものである一によって支出される。好む
と好まざるとにかかわらず，国民は既に「銀行を救済しつつあり」，しかも国民のほとんどは幸
せにもそうしていることに気づいていないのである。」
　発展途上国の側にどんなことがあろうとも債務の破棄は許されないのであって，返済への道を
ただ重荷を背負って歩くことしかできないのであり，返済のための新たな金融は，いっそう重荷
を増すのみであり，発展途上諸国の国民はそれだけ多く搾取されることになっているのである。
　第2にはたした役割は何か。構造調整政策によって植民地経済化をすすめ，交易条件の悪化に
よる経済的負担を強化している。すなわち，世界銀行が中心にならてすすめている構造調整政策
は，債務返済のための輸出収入を増加させるということを第一義的に重要な政策課題として設定
し，そのような方向に国民経済の構造がかえられようとしている。これは発展途上国がかって経
験した過程であり，経済の自立化とは逆の方向ではないのだろうか。
　「世界銀行は，そのレポート「1980年代におけるアフリカの調整と成長」において，このよう
なプPtグラムをもたなかった国よりも“強力に改革をすすめた”国の方がよい成果をあげている
というデータを提供している。しかしわれわれはこの事実のなかにつぎのようなことも発見して
いる。すなわち，　“グッドポーイ”国だといって世界銀行が示したすばらしい成果をあげている
その輸出数量は，輸出数量の拡大に失敗した“パッドボーイ”国と比較してもまた絶対的にも著
しい交易条件の悪化という犠牲をしいられていたのである。　“善良”国における年率（1980～84
年と1985～87年がつねに比較されている）O．　7％から4．9％という加速された輸出数量の増加は，80年
⑲　スーザソ・ジョージ著，向寿一訳『債務危機の真実一なぜ第三世界は貧しいのか』1989年，308ペ
　ージ。「
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代早期の年率0．5％にたいして1985～87年における年率4．7％というとんでもない交易条件の悪化
という犠性の上に実現したものであった。交易条件による損失が，その輸出数量の増大からもた
らされるべき輸出収入の4分の3を帳消しにしてしまったのである。対照的に，“バッドボーイ”
国はかれらの輸出数量を拡大しえなかったが，しかし交易条件による損失は何もうけなかったの
　　⑫tである。」
　この交易条件の悪化による損失と債務累積とを重ねあわせて考察するとき，発展途上諸国の国
民は，先進国への債務返済のためにのみ過重な労働を強いられている債務奴隷以外の伺ものでも
ないのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　第1表
輸出数量拡大での重債務国①の輸出価格での損失輸出総額（年平均，単位100万ドル）
国　　名②
アル・ゼソチソ
ブラジル
チ　　リ
コロンビア
コスタリカ
コート・ジボアール
モロツコ
ペノレー
フィリピソ
ウルグアイ
　　計
注記①
　　②
1980～82年
　実　績
　（1）
8263
21342
4096
3332
　960
2637
2313
3807
5510
1099
1983～1986年
見積り額③
　　（2）
　9420
　26037
　4792
　3832
　1027
　3138
　2614
　3883
　5620
　1176
実　績
　（3）
7797
24234
3884
3804
　965
2757
2176
2845
4928
　978
　損　失
（4）＝：（2）一（3）
　1623
　1803
　908
　　28
　　62
　381
　438
　1038
　692
　198
　7171
　　　　世界銀行の範疇「重債務国」
　　　重債務国12力国のうち，1980～82年と1983～86年の間で輸出数量を拡大した国。
　　　ただし，メキシコとエクアドルは石油が支配的品目のため除外した。
　　③各国の1980～82年の年平均輸出総額が1983～86年の年平均輸出総額として達成す
　　　べく，1980～82年と1983～86年の間での輸出数量の各々の拡大率にあわせて引きあ
　　　げられた額である。
資料Monthly　Bulletin　of　Statistics（U．N．）
引用P．Sarkar＆H．W．　Singer“Debt　Crisis，　Commodity　Prices，　Transfer
　Burden　and　Debt　Relief”（1．D．　S。　D．P，　No．297，1992）p．17．
　第1表では，輸出収入増大への努力が，輸出品の値下がりをもたらし，軒並み交易条件の悪化
をつくりだしていることを示している。この交易条件によってつくりだされている損失は，10力
国で71億ドルにのぼっている。しかもこのことのもつ意味は，単に数字に示されているだけでは
なく，国民経済のもつ自立性がしだいに失われ，飢餓輸出への道を歩む植民地経済的構造につく
りかえられようとしているところに重大な問題があることに注目しなければならない。
　第3の役割としてあげなけれぽならないことは，開放経済を強要するだけではなく，IMFは，
貸付けの条件として民営化を強制し，メキシコでは，国有企業の安値での売却と多国籍企業の進
出を急速にすすめたことにある。メキシコは，，重債務国のひとつであるが，ラテンアメリカ諸国
をOP．　Sa覧kar＆、H．　W．　Si㎎er，・“pebt．Crisis，，Commoqity　Prices，　Transfer　Burden　and　Debt
　Relief”（1露3’f’ute　o／1）θびθJoρ〃28π’Studies，　Z万sc麗ssピoπP召ρθ7297，1992，　Brighton．）「p．20．
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のなかで，その自立性を判断する指標のひとつである国有企業群をもって国民経済の中核として
いるところに特徴があった。この国有企業群の解体の背景には先進諸国に進展した科学技術革命
と，それによってつくりだされた発展途上諸国の企業及び産業との間におこった格段の技術格差，
及び生産力格差が存在しており，この克服が発展途上国に新たな課題として提起されているとい
う現実があった。しかし，途上国の独立，自立性を保持しながら，これを実行する道こそが求め
られるべきであり，これに協力することが国際協力であるにもかかわらず，この国有企業群の解
体と多国籍企業の進出を強制してきたのがIMF，世界銀行であった。
　「これまで，この国（メキシコ）では，石油・基礎石油化学，電九鉄道，通信，銀行などの基
幹産業は，国営化されてきた。国営企業の数は，債務危機が表面化した82年まで増加を続け，こ
の年1，155社に達した。それが89年末には，清算，合併，州政府への移管，売却によって200社を
割っているという。サリナス政権が，如伺に積極的に推進しているかの証左でもあろう。（ただ
　　　　　　　　　　　　　⑳し87年時点で612社に減少していた。）」
　このような民営化政策に歩調をあわせて，「北アメリカ自由貿易協定」による自由化がすすめ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳られようとしている。これはすでに指摘されているように，多国籍企業のいっそうの浸透が実現
するということであり，一連の経済的危機は，こうして多国籍企業への従属が一挙に深化してい
く機会として認識しておかなけれぽならない。
　このようにして，現在の国際経済秩序のもとにおいては，発展途上諸国の国民は，その経済活
動によって生産された多くの価値が先進諸国に移転する仕組みにおかれているのであり，たとえ
一定の経済的発展が実現したとしても，この秩序のもつ基本的性格は変らないのである。したが
って，現在の国際経済秩序には，先進国が発展途上諸国に対して，これを支配，従属させる新植
民地主義的構造が維持されているのであって，植民地体制が崩壊したあとにおいてもなお帝国主
義世界体制の段階として把握すぺきであるということができるのである。
　このような見地にたってみるとき，「新国際経済秩序樹立のための宣言」を採択し，その実現
にむけて努力の一歩をふみだした国連の役割は，高く評価されなげれぽならないのである。すな
わち，現在の国際経済秩序にたいして，一定の改革がおこなわれれぽ，その新植民地主義的性格
はとりのぞかれることができるからである。その場合には，新国際経済秩序にあげられている諸
原則からいえることだが，発展途上国の交易条件が改善され，債務問題の解決が実現し，多国籍
企業への規制がおこなわれ，自立的経済発展への過程が保証されることになるのである。そのよ
うな国際経済秩序が実現すれぽ，帝国主義世界体制の終末への一歩がふみだされるであろう。世
界経済体制の変革をめぐる新たな斗いの時代がはじまると予測される。
（2D高懸雄治『ブッシェ政権のラテン・アメリカ戦略一債務削減・自由貿易圏・産業民営化』（アジア，
　アフリカ研究，1991年第1号，69ページ）
囲　同論文，参照。
㈱　ANew　International　Economic　Order，　VoL　II，（UNITAR　document　service　No．1）．
